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１．告知義務等の内容
告知義務について
加入申込書の項目について正確に告知していただく義務（告知義
務）があります。この告知事項について、悪意又は重大な過失に
より不実の告知をしたときは当該共済関係を解除する場合があり
ます。

通知義務について
（１）異動通知
加入者は、共済関係の成立後に共済目的に次の異動が生じたとき
は、遅滞なく、その旨を組合に通知しなければなりません。 ①
共済目的の譲渡 ②共済目的の移転、解体、増築、改築、構造又
は材質の変更 ③共済目的の共済事故以外の事由による破損（軽
微なものを除く。）又は滅失 ④共済目的を他の保険又は共済に
付したこと ⑤特定園芸施設の被覆期間の変更 ⑥施設内農作物
の種類又は栽培期間の変更 ⑦施設内農作物を共済目的とする共
済関係においては、施設内農作物の発芽（は種されたものが
80％以上発芽した状態をいう。）又は移植 ⑧危険が著しく増
加する事由

（２）園芸施設共済加入申込書の提出後の変更通知
園芸施設共済加入申込書の提出後、記載内容に誤り、又は変更に
気付いたときは、速やかに組合までご連絡ください。その連絡が
ない場合は、共済金の一部又は全額をお支払いできないことがあ
ります。

（３）損害発生通知
加入者は、共済事故が発生したときは、遅滞なく、その旨をこの
組合に通知しなければなりません。（病虫害の徴候が確認された
ときには直ちにその旨を通知しなければなりません。）
加入者は、共済金の支払を受けるべき損害があると認めるときは、
遅滞なく、次の事項をこの組合に通知しなければなりません。
①共済事故の種類 ②共済事故の発生の年月日 ③共済事故によ
り被害を受けた場所その他共済事故によって生じた損害の状況
④その他被害の状況が明らかとなる事項
特定園芸施設撤去費用額又は園芸施設復旧費用額を共済金の支払
い対象とする旨の申出をした加入者は、共済事故発生通知後、速
やかに、撤去・復旧計画書を提出しなければなりません。
また、撤去したときはその旨を、復旧したときはその旨及び復旧
に係る作業の実施者を、遅滞なく、この組合に通知しなければな
りません。
損害防止の義務について
特定園芸施設等について、通常の管理を行うとともに、事故が発
生したときは、その防止、軽減に努めてください。これらの努め
を怠ったときは、損害の額から防止・軽減できたと認められた額
を差し引くことがあります。また、必要な処置について組合から
指示することがあります。

２．共済責任期間開始期
園芸施設共済の共済掛金期間は、共済掛金等の払込みを受けた日
の翌日から１年間です。ただし、施設の設置期間が周年でない場
合は、共済責任期間を１月以上１年未満とすることができます。

３．支払事由に該当しない場合及び共済金の免責
（１）戦争その他の変乱によって生じた損害
（２）共済目的の性質若しくは瑕疵又は自然の消耗によって生じ
た損害（自然の消耗によって生じた損害にあっては被覆物に限
る。）
（３）加入者又はその法定代理人の故意・重大な過失・法令違反
による損害
（４）加入者と同じ世帯に属する親族の故意による損害（その親
族が加入者に共済金を取得させる目的がなかった場合を除く）
（５）植物防疫法の規定に違反した場合の損害

４．解約と解約返戻金の有無
この組合は、共済関係の無効若しくは失効の場合又はこの組合が
共済金支払の責めを免れる場合においても、すでに受け取った組
合員負担共済掛金を返還しません。ただし、無効の場合において、
加入者が善意であって、かつ、重大な過失がなかったときは、こ
の限りではありません。

５．共済契約の失効について
園芸施設共済の共済目的について譲渡又は相続その他の包括承継
があったとき、当該共済関係に関し譲受人又は相続人その他承継
人が権利義務を承継した場合を除き、その共済関係は包括承継が
あったときから効力を失います｡
なお、譲渡、相続その他の包括承継があった場合には必ず承諾の
申請を行ってください。

６．特に法令等で注意喚起することとされている事項
農業共済制度は、行政庁の指導・監督のもと、組合・国の２段階
による責任分担を行って広く危険分散を図るなど、共済金の確実
な支払いができる仕組みをとっておりますが、組合の財務状況に
よっては、共済金等のお支払いする金額が削減されることがあり
ます。

【個人情報の取り扱いについて】
園芸施設共済加入申込書等により知り得た情報（以下「個人情
報」という）については、この組合が引受の判断、共済金の支払、
共済契約の継続・維持管理、各種サービスの提供等を行うために、
業務に必要な範囲で利用します。
(１)この組合は、共済金支払責任の一部を国の保険に付している
ため国との間で個人情報を共同利用します。
(２)法令により必要と判断される場合、加入者・公共の利益のた
めに必要と考えられる場合、個人情報の利用目的のために必要と
考えられる場合、保険取引の場合、他の保険契約がある場合等の
必要な場合に、必要な範囲で個人情報を第三者に提供することが
あります。

静岡県農業共済組合


